
「原状回復をめぐるトラブルとガイドライン」の再改訂につ

いて 
 

民間賃貸住宅の退去時における原状回復をめぐるトラブルの未然

防止のため、賃貸人・賃借人があらかじめ理解しておくべき一般的

なルールを示した「原状回復をめぐるトラブルとガイドライン」に

ついて、さらなる普及促進などを図るために、記載内容の補足、Ｑ

＆Ａの見直しや新しい裁判例の追加などを行い、同ガイドラインの

再改訂を行いました。 

 

１． 改訂のポイント 

（１） トラブルの未然防止に関する事項について、別表等を

追加しました。 

（２） 残存価値割合の変更を行いました。 

（３） Ｑ＆Ａ、裁判事例を追加しました。 

 

２． 改訂の概要 

（１）原状回復にかかるトラブルの未然防止 

①賃貸住宅標準契約書との連動を意識とした原状回復条件様式の

追加 

     退去時の原状回復にかかるトラブルを未然に防止するためには、契約時

に原状回復条件を契約書に添付することにより、賃貸人・賃借人の双方が

原状回復に関する条件を合意することが重要です。そのため、契約書に添

付する原状回復の条件（賃貸人・賃借人の改善負担分担、賃借人の負担範

囲、原状回復工事目安単価等）に関する雛形の様式を追加しました。 

  

 ②原状回復費用精算書様式を追加  
     原状回復にかかるトラブル防止のためには、契約段階（入口）における

賃貸人・賃借人の合意が重要であることと同様に、費用精算（出口）の段

階の透明化も重要です。そこで、費用請求の際の精算明細書の雛形を示し、

各対象箇所の破損の状態を確認し、原状回復の精算を具体的に実施するよ

うにしました。 

 

 ③特約について 
賃貸借契約において特約を設ける場合の要件について、現行のガイドライ

ンに記載されている内容が不明確であるとの指摘を受け、最高裁判例やＱ＆

Ａを追加し、特約の有効性あるいは無効性の明確化を図りました。 

 



（２）税法改正による残存価値割合（10%→1 円）の変更 
   ガイドラインにおいては、経過年数による減価割合については、「減価償

却資産の耐用年数等に関する省令」を参考にするとしており、償却期間経過

後の賃借人の負担が１０％となるよう賃借人の負担を決定してきましたが、

１９年の税制改正に伴い当該省令も改正されて、残存価値が廃止され、耐用

年数経過時に残存簿価が 1 円まで償却できるようになりました。このため、

ガイドラインにおける経過年数の考慮も、税制改正に従った形で改訂しまし

た。 

 

（３）Ｑ＆Ａ、裁判事例の追加 

①Ｑ＆Ａの追加 
ガイドラインの運用等においてこれまでによくある質問として、具体的

な事項のＱ＆Ａを追加しました。 

例）Ｑ 賃貸借契約にクリーニング特約が付いていたために、契約が終了して退

去する際に一定の金額を敷金から差し引かれました。このような特約は有

効ですか。 

       Ａ クリーニング特約については①賃借人が負担すべき内容・範囲が示され

ているか、②本来賃借人負担とならない通常損耗分についても負担させる

という趣旨及び負担することになる通常損耗の具体的範囲が明記されて

いるか或いは口頭で説明されているか、③費用として妥当か等の点から有

効・無効が判断されます。 

 

Ｑ 物件を明け渡した後、賃貸人から原状回復費用の明細が送られてきませ

んが、明細を請求することはできますか。   

       Ａ 賃貸人には、敷金から差し引く原状回復費用について説明義務があり、

賃借人は賃貸人に対して、明細を請求して説明を求めることができます。 

 

②掲載判例の追加 
前回のガイドライン改訂後に出された主な判例２１事例を追加しまし

た。これにより、掲載裁判例数は４２事例となりました。 


